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処
分
に
係
る
滞
納
処
分
費
を
増
大
さ
せ
る
行
為
を
し

た
場
合
を
加
え
る
こ
と
と
し
た
。（
第
二
八
条
関
係
）

２

滞
納
処
分
に
関
す
る
検
査
拒
否
等
の
罪
の
適
用
対

象
に
、
国
税
徴
収
法
の
規
定
の
例
に
よ
り
行
う
徴
税

吏
員
の
物
件
の
提
示
又
は
提
出
の
要
求
に
対
し
、
正

当
な
理
由
が
な
く
こ
れ
に
応
じ
ず
、
又
は
偽
り
の
記

載
若
し
く
は
記
録
を
し
た
帳
簿
書
類
そ
の
他
の
物
件

（
そ
の
写
し
を
含
む
。）を
提
示
し
、
若
し
く
は
提
出

し
た
場
合
を
加
え
る
こ
と
と
し
た
。（
第
二
九
条
関

係
）

五

森
林
環
境
税
及
び
森
林
環
境
譲
与
税
に
関
す
る
法
律

の
一
部
改
正
関
係

１

滞
納
処
分
に
関
す
る
罪
の
適
用
対
象
に
、
滞
納
処

分
の
執
行
を
免
れ
る
目
的
で
、
そ
の
現
状
を
改
変
し

て
、
そ
の
財
産
の
価
額
を
減
損
し
、
又
は
そ
の
滞
納

処
分
に
係
る
滞
納
処
分
費
を
増
大
さ
せ
る
行
為
を
し

た
場
合
を
加
え
る
こ
と
と
し
た
。（
第
二
四
条
関
係
）

２

滞
納
処
分
に
関
す
る
検
査
拒
否
等
の
罪
の
適
用
対

象
に
、
国
税
徴
収
法
の
規
定
の
例
に
よ
り
行
う
徴
税

吏
員
の
物
件
の
提
示
又
は
提
出
の
要
求
に
対
し
、
正

当
な
理
由
が
な
く
こ
れ
に
応
じ
ず
、
又
は
偽
り
の
記

載
若
し
く
は
記
録
を
し
た
帳
簿
書
類
そ
の
他
の
物
件

（
そ
の
写
し
を
含
む
。）を
提
示
し
、
若
し
く
は
提
出

し
た
場
合
を
加
え
る
こ
と
と
し
た
。（
第
二
五
条
関

係
）

六

特
別
法
人
事
業
税
及
び
特
別
法
人
事
業
譲
与
税
に
関

す
る
法
律
の
一
部
改
正
関
係

１

滞
納
処
分
に
関
す
る
罪
の
適
用
対
象
に
、
滞
納
処

分
の
執
行
を
免
れ
る
目
的
で
、
そ
の
現
状
を
改
変
し

て
、
そ
の
財
産
の
価
額
を
減
損
し
、
又
は
そ
の
滞
納

処
分
に
係
る
滞
納
処
分
費
を
増
大
さ
せ
る
行
為
を
し

た
場
合
を
加
え
る
こ
と
と
し
た
。（
第
二
六
条
関
係
）

２

滞
納
処
分
に
関
す
る
検
査
拒
否
等
の
罪
の
適
用
対

象
に
、
国
税
徴
収
法
の
規
定
の
例
に
よ
り
行
う
徴
税

吏
員
の
物
件
の
提
示
又
は
提
出
の
要
求
に
対
し
、
正

当
な
理
由
が
な
く
こ
れ
に
応
じ
ず
、
又
は
偽
り
の
記

載
若
し
く
は
記
録
を
し
た
帳
簿
書
類
そ
の
他
の
物
件

（
そ
の
写
し
を
含
む
。）を
提
示
し
、
若
し
く
は
提
出

し
た
場
合
を
加
え
る
こ
と
と
し
た
。（
第
二
七
条
関

係
）

七

総
務
省
設
置
法
の
一
部
改
正
関
係

総
務
省
等
の
所
掌
事
務
か
ら
、
地
方
道
路
譲
与
税
に

関
す
る
事
務
を
削
除
す
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
二
条

及
び
第
四
条
関
係
）

八

施
行
期
日

こ
の
法
律
は
、
一
部
の
規
定
を
除
き
、
令
和
五
年
四

月
一
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。

◇
地
方
交
付
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
法
律
第

二
号
）（
総
務
省
）

一

地
方
交
付
税
法
及
び
特
別
会
計
に
関
す
る
法
律
の
一

部
改
正
関
係

１

地
方
交
付
税
の
総
額
の
特
例
（
地
方
交
付
税
法
附

則
第
四
条
及
び
第
四
条
の
二
並
び
に
特
別
会
計
に
関

す
る
法
律
附
則
第
四
条
、
第
九
条
〜
第
一
一
条
及
び

第
一
二
条
の
四
関
係
）

令
和
五
年
度
分
の
通
常
収
支
に
係
る
地
方
交
付

税
の
総
額
に
つ
い
て
は
、
地
方
交
付
税
法
第
六
条

第
二
項
の
額
に
、
法
定
加
算
額
一
五
四
億
円
及
び

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構
の
公
庫
債
権
金
利
変
動

準
備
金
の
活
用
等
に
よ
る
加
算
額
二
、
二
〇
〇
億

円
を
加
算
し
た
額
か
ら
、
交
付
税
及
び
譲
与
税
配

付
金
特
別
会
計
借
入
金
償
還
額
一
兆
三
、
〇
〇
〇

億
円
、
同
特
別
会
計
借
入
金
利
子
支
払
額
五
七
二

億
円
並
び
に
平
成
二
〇
年
度
分
、
平
成
二
一
年
度

分
、
令
和
元
年
度
分
及
び
令
和
二
年
度
分
の
地
方

交
付
税
の
総
額
を
確
保
す
る
た
め
総
額
の
特
例
と

し
て
加
算
し
た
額
に
相
当
す
る
額
の
う
ち
、
令
和

五
年
度
分
の
地
方
交
付
税
の
総
額
か
ら
減
額
す
る

こ
と
と
さ
れ
て
い
た
額
二
、
四
六
〇
億
七
、
七
〇

八
万
二
、
〇
〇
〇
円
及
び
令
和
六
年
度
以
降
の
地

方
交
付
税
の
総
額
か
ら
減
額
す
る
こ
と
と
さ
れ
て

い
た
額
の
う
ち
四
、
九
二
二
億
円
を
控
除
し
た
額

と
す
る
こ
と
と
し
た
。

交
付
税
及
び
譲
与
税
配
付
金
特
別
会
計
借
入
金

に
つ
い
て
、
令
和
五
年
度
の
償
還
額
を
増
額
し
、

令
和
三
五
年
度
ま
で
に
償
還
す
る
こ
と
と
し
た
。

◇
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
法
律
第
三
号
）（
財
務
省
）

一

所
得
税
法
の
一
部
改
正
関
係

１

給
与
所
得
者
の
特
定
支
出
の
控
除
の
特
例
の
適
用
を
受
け
る
際
の
確
定
申
告
書
等
の
添
付
書
類
に
つ
い
て
、
改

正
前
の
給
与
等
の
支
払
者
に
よ
る
次
に
掲
げ
る
支
出
が
特
定
支
出
に
該
当
す
る
旨
の
証
明
の
書
類
の
添
付
に
代
え

て
、
キ
ャ
リ
ア
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
に
よ
る
次
に
掲
げ
る
支
出
が
特
定
支
出
に
該
当
す
る
旨
の
証
明
の
書
類
の
添
付

が
で
き
る
こ
と
と
し
た
。（
所
得
税
法
第
五
七
条
の
二
関
係
）

職
務
の
遂
行
に
直
接
必
要
な
技
術
又
は
知
識
を
習
得
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
受
講
す
る
研
修
（
人
の
資
格

を
取
得
す
る
た
め
の
も
の
を
除
く
。）の
た
め
の
支
出
（
雇
用
保
険
法
に
規
定
す
る
教
育
訓
練
に
係
る
部
分
に
限

る
。）人の

資
格
を
取
得
す
る
た
め
の
支
出
で
、
そ
の
支
出
が
そ
の
者
の
職
務
の
遂
行
に
直
接
必
要
な
も
の
（
雇
用

保
険
法
に
規
定
す
る
教
育
訓
練
に
係
る
部
分
に
限
る
。）

２

事
業
所
得
者
等
の
有
す
る
棚
卸
資
産
、
事
業
用
資
産
等
に
つ
き
特
定
非
常
災
害
の
指
定
を
受
け
た
災
害
に
よ
り

生
じ
た
損
失
（
以
下
「
特
定
被
災
事
業
用
資
産
の
損
失
」
と
い
う
。）を
有
す
る
者
の
特
定
被
災
事
業
用
資
産
の
損

失
に
よ
る
純
損
失
の
金
額
及
び
特
定
非
常
災
害
発
生
年
に
お
い
て
生
じ
た
純
損
失
の
金
額
の
う
ち
次
に
掲
げ
る
も

の
の
繰
越
期
間
を
五
年
（
改
正
前
三
年
）
と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
所
得
税
法
第
七
〇
条
の
二
関
係
）

青
色
申
告
者
で
そ
の
有
す
る
事
業
用
資
産
等
の
価
額
の
う
ち
に
特
定
被
災
事
業
用
資
産
の
損
失
額
の
占
め
る

割
合
が
一
〇
分
の
一
以
上
で
あ
る
も
の
は
、
被
災
事
業
用
資
産
の
損
失
に
よ
る
純
損
失
を
含
む
特
定
非
常
災
害

発
生
年
に
お
い
て
生
じ
た
純
損
失
の
金
額

青
色
申
告
者
以
外
の
者
で
そ
の
有
す
る
事
業
用
資
産
等
の
価
額
の
う
ち
に
特
定
被
災
事
業
用
資
産
の
損
失
額

の
占
め
る
割
合
が
一
〇
分
の
一
以
上
で
あ
る
も
の
は
、
特
定
非
常
災
害
発
生
年
に
お
い
て
生
じ
た
被
災
事
業
用

資
産
の
損
失
に
よ
る
純
損
失
と
変
動
所
得
に
係
る
損
失
に
よ
る
純
損
失
と
の
合
計
額

３

居
住
者
の
有
す
る
住
宅
、
家
財
等
に
つ
き
特
定
非
常
災
害
の
指
定
を
受
け
た
災
害
に
よ
り
生
じ
た
損
失
に
つ
い

て
、
雑
損
控
除
を
適
用
し
て
そ
の
年
分
の
総
所
得
金
額
等
か
ら
控
除
し
て
も
控
除
し
き
れ
な
い
損
失
額
に
つ
い
て

の
繰
越
期
間
を
五
年
（
改
正
前
三
年
）
と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
所
得
税
法
第
七
一
条
の
二
関
係
）

２

基
準
財
政
需
要
額
の
算
定
方
法
の
改
正
（
地
方
交

付
税
法
第
一
二
条
、
第
一
三
条
、
附
則
第
六
条
、
第

六
条
の
二
及
び
別
表
関
係
）

地
域
社
会
の
デ
ジ
タ
ル
化
の
推
進
に
要
す
る
経

費
の
財
源
を
充
実
す
る
た
め
、「
地
域
デ
ジ
タ
ル
社

会
推
進
費
」
の
期
間
を
令
和
七
年
度
ま
で
延
長
す

る
こ
と
と
し
た
。

こ
ど
も
・
子
育
て
支
援
施
策
の
充
実
、
児
童
虐

待
防
止
の
充
実
、
保
健
所
の
体
制
強
化
、
障
害
者

の
自
立
支
援
の
充
実
、
介
護
給
付
の
充
実
に
要
す

る
経
費
の
財
源
を
措
置
す
る
こ
と
と
し
た
。

看
護
、
介
護
、
保
育
、
幼
児
教
育
等
に
係
る
人

材
の
処
遇
改
善
等
に
要
す
る
経
費
の
財
源
を
措
置

す
る
こ
と
と
し
た
。

特
別
支
援
教
育
、
私
学
助
成
等
教
育
施
策
に
要

す
る
経
費
の
財
源
を
充
実
す
る
こ
と
と
し
た
。

光
熱
費
の
高
騰
を
踏
ま
え
、
学
校
、福
祉
施
設
、

図
書
館
、
文
化
施
設
等
の
地
方
公
共
団
体
の
施
設

の
光
熱
費
の
財
源
を
充
実
す
る
こ
と
と
し
た
。

そ
の
他
制
度
の
改
正
に
伴
っ
て
必
要
と
な
る
経

費
及
び
地
方
公
共
団
体
の
行
政
水
準
の
確
保
の
た

め
に
必
要
と
な
る
経
費
の
財
源
を
措
置
す
る
こ
と

と
し
た
。

臨
時
財
政
対
策
債
へ
の
振
替
額
に
相
当
す
る
額

を
控
除
し
た
額
を
基
準
財
政
需
要
額
と
す
る
こ
と

と
し
た
。

３

基
準
財
政
収
入
額
の
算
定
方
法
の
特
例
（
地
方
交

付
税
法
附
則
第
七
条
の
四
関
係
）

令
和
五
年
度
に
お
い
て
、
東
日
本
大
震
災
の
被
災

者
等
の
負
担
の
軽
減
を
図
る
等
の
た
め
の
固
定
資
産

税
の
課
税
免
除
の
措
置
等
に
よ
る
減
収
額
と
し
て
総

務
省
令
で
定
め
る
額
の
一
〇
〇
分
の
七
五
の
額
を
加

算
す
る
特
例
を
設
け
る
こ
と
と
し
た
。

４

特
定
被
災
地
方
公
共
団
体
に
係
る
普
通
交
付
税
の

算
定
方
法
の
特
例
（
地
方
交
付
税
法
附
則
第
九
条
の

二
関
係
）

令
和
五
年
度
に
お
い
て
、
特
定
被
災
地
方
公
共
団

体
に
対
し
て
交
付
す
べ
き
普
通
交
付
税
の
額
の
算
定

に
関
し
、必
要
な
特
例
措
置
を
設
け
る
こ
と
と
し
た
。

５

震
災
復
興
特
別
交
付
税
に
関
す
る
特
例
（
地
方
交

付
税
法
附
則
第
四
条
及
び
第
一
一
条
〜
第
一
五
条
関

係
）

震
災
復
興
特
別
交
付
税
に
充
て
る
た
め
、
令
和

五
年
度
分
の
地
方
交
付
税
の
総
額
に
六
五
四
億
一

七
二
万
円
を
加
算
す
る
こ
と
と
し
た
。

そ
の
他
震
災
復
興
特
別
交
付
税
に
関
す
る
所
要

の
特
例
を
設
け
る
こ
と
と
し
た
。

二

地
方
財
政
法
の
一
部
改
正
関
係

令
和
五
年
度
か
ら
令
和
七
年
度
ま
で
の
間
に
限
り
、

臨
時
財
政
対
策
債
を
発
行
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と

し
た
。（
第
三
三
条
の
五
の
二
関
係
）

三

こ
の
法
律
は
、
令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る

こ
と
と
し
た
。
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